別表第1(第4条関係)
防火安全計画の指導指針


新築又は増築の工事部分を使用する場合
既存部分を使用する場合

審査基準
消防法
法第17条の規定に基づいて消防用設備又は特殊消防用設備等が設置及び維持されていること。ただし、施工上やむをえず機能を停止する場合は、工事内容等の状況に応じて次のうち必要な措置が講じられていること。
1　機能を停止する消防用設備等又は特殊消防用設備等の種類、停止する時間及び停止する部分は必要最小限となつていること。
2　自動火災報知設備、非常警報設備、誘導灯又は当該消防用設備等に代えて設置した特殊消防用設備等の機能を停止する場合は、仮設工事等により当該機能が確保されていること。
3　消火器、非常警報器具、避難器具、誘導標識又は当該消防用設備等に代えて設置した特殊消防用設備等の機能の確保に支障が生じる場合は、当該設備の機能が確保できる場所に移設されていること。
4　スプリンクラー設備、水噴霧設備等又は当該消防用設備等に代えて設置した特殊消防用設備等の機能を停止する場合は、消火器又は屋内消火栓設備のホースを増やす等、ほかの消火設備の増強がなされていること。
5　巡回の回数を増やす等、監視体制が強化されていること。
6　機能を停止させる工事は、営業時間以外の時間に行うこと。ただし、24時間営業の防火対象物については、安全を十分考慮して昼間に工事を行う等の措置が講じられていること。
令第11条、第12条、第13条、第21条及び第24条の基準による屋内消火栓設備、スプリンクラー設備、水噴霧消火設備、自動火災報知設備及び放送設備若しくは当該消防用設備等に代えて令第29条の4に規定する必要とされる防火安全性能を有する消防の用に供する設備等又は当該消防用設備等に代わる特殊消防用設備等が設置され維持されていること。ただし、施工上やむをえず機能を停止する場合は、左欄のただし書きによる措置が講じられていること。


防火管理体制
1　平常時の火災予防体制の確立
2　災害発生時の対策及び自衛消防組織の確立
3　仮使用部分と工事部分の相互連絡体制の確立
4　教育及び訓練の実施計画の作成
左欄によること。


仮使用部分とその他の部分との区画
建築物の構造、用途又は工事内容に応じて耐火構造の壁、不燃材料で作られた間仕切壁等により防火上有効に区画されていること。
これらの間仕切壁が防火上有効なものである要件は、次の項目をすべて満足するものであること。
1　下地共不燃材料で作られていること。
2　小屋裏、天井裏に達しているか又は不燃材料の天井面により区画されていること。
3　開口部は、防火設備又は不燃材料によりふさがれていること。
なお、耐火性能については、おおむね、30分以上の耐火性能を有するものを指導すること。
また、工事施工部分に面する換気、暖房、冷房及び排煙設備の風道の吹出口等が、鉄板その他の不燃材料でふさがれていること。
左欄によること。


建築基準法
建築物の防火に関する規定に基づき、次の項目にそれぞれ適合していること。
1　防火区画等
建基令(第112条、第114条、第128条の3、第129条の2の5)
2　避難施設
建基令(第117条～第126条)
3　非常用の進入口
建基令(第126条の6、第126条の7)
4　非常用の昇降機
建基令(第129条の13の2、第129条の13の3)
5　開口部の防火戸
建基令(第109条)
6　内装制限
建基令(第128条の4、第129条)
1　防火区画等
建基令(第112条、第128条の3、第129条の2の5)
ただし、防火区画に設けられる防火戸は、遮煙性能を有するものでなくともやむをえないものとする。また、風道が区画を貫通する部分に設けるダンパー等も煙感知器連動によるものでなくともやむをえないものとする。
2　避難施設
建基令(第120条、第121条、第125条第1項)
ただし、建築物の形態、使用状況等に応じて仮設屋外階段、仮設避難施設等(避難通路、避難器具等)の代替措置によるものでやむをえないものとする。
3　非常用の進入口
建基令(第126条の6、第126条の7)
ただし、進入口に代わる窓が、各階に最低2以上有効に確保されているものでやむをえないものとする。
4　非常用の昇降機
建基令(第129条の13の2、第129条の13の3)

